
宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金交付要綱 

平成２１年１０月３０日 

告示第１５３号 

改正 平成２４年３月２９日 告示第６５号 

改正 平成２７年５月１日 告示第９６号 

改正 平成２９年１月１２日 告示第３号 

改正 令和４年３月３１日 告示第９８号 

改正 令和５年３月３１日 告示６９号 

改正 令和６年３月２６日 告示５７号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、環境負荷の少ない循環型社会の構築に向け、市民の環境に対する意

識の高揚及びクリーンエネルギーの普及を図るため、住宅用太陽光発電システム（以下

「発電システム」という。）を設置する者（ＰＰＡサービス（事業者の負担で住宅の屋根、

カーポート等に太陽光発電設備等を設置し、当該太陽光発電設備等により発電された電

気を当該住宅の所有者に販売するサービスをいう。以下同じ。）を提供する事業者を含

む。）に対し、予算の範囲内で補助金を交付することに関し、宮古市補助金交付規則（平

成17年宮古市規則第67号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象システム） 

第２条 補助金の交付対象は、次の要件（ＰＰＡサービスにあっては、第１号から第４号

までに掲げる要件）を全て満たす発電システムとする。 

 (1) 住宅の屋根、カーポート等へ設置した太陽電池発電によるものであること。 

 (2) 太陽電池の最大出力の合計値（キロワットを単位とし、小数点第３位を切り捨て。

以下同じ。）（太陽電池の最大出力の合計値が１０キロワット以上であってパワーコン

ディショナーの定格出力が１０キロワット未満である場合は、当該定格出力の合計値）

が１０キロワット未満であること。 

 (3) 価格が、１キロワットあたり６０万円以下（税別）であること。 

 (4) 未使用品であること。 

 (5) 宮古市内に本店、支店、営業所等を有する販売店又は施工業者により設置されたも

のであること。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号のいずれかに該当する者であって、市税を滞納

していない者とする。 

 (1) 自らが居住する市内の戸建て住宅に当該住宅で使用するための発電システムを新た

に設置した者 

 (2) 市内の建売住宅（当該住宅で使用するための発電システムが設置された住宅に限

る。）を購入し、自らが居住している者 

 (3) 事業の用に供する市内の施設等に当該施設等で使用するための発電システムを新た

に設置した法人又は団体 

 (4) 宮古市住宅用ＰＰＡ太陽光発電設備等導入サービスの登録に関する要綱（令和６年

告示第 号）第８条の規定により登録されたＰＰＡサービス（以下「登録サービス」



という。）を提供する事業者 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、太陽電池の最大出力の合計値に４万円を乗じて得た額とし、２５

万円を限度とする。 

２ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる

ものとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、発電システムの

工事完了日又は住宅の引渡し日（新築の場合に限る。）のいずれか遅い日から３月以内

に、宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金交付申請書（様式第１号）に次

の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1) 発電システムを設置した住宅等の位置図 

 (2) 発電システムの設置に係る経費の内訳が記載された工事請負契約書又は住宅売買契

約書の写し 

 (3) 発電システムを構成する機器の型式及び出力並びに太陽電池の設置枚数が確認でき

る書類の写し 

 (4) 発電システムの設置状況を確認できる写真 

 (5) 発電システムの設置に要した経費に係る領収書の写し 

 (6) 申請者本人が電力会社と契約を締結した太陽光受給契約確認書の写し 

 (7) ＰＰＡサービスにあっては、登録サービスに係る契約書の写し 

 (8) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補

助金交付の可否を決定し、補助金を交付すべきと認めるときは宮古市住宅用太陽光発電

システム導入促進費補助金交付決定通知書（様式第２号）により、補助金を交付すべき

でないと認めるときは宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金不交付決定通

知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第７条 前条の規定により補助金の交付決定兼確定通知を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、速やかに宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金交付請求書

（様式第４号）による請求をしなければならない。 

２ 市長は、前項の請求により補助金の交付をするものとする。 

（補助金交付の制限） 

第８条 既にこの告示の規定に基づき補助金の交付を受けている者に対しては、補助金を

交付しない。 

２ この告示の規定に基づき補助金の交付を受けた者で、当該交付の対象となった発電シ

ステムが東日本大震災による直接の被災が原因でき損し、かつ、修理することが不可能

となったことにより、新たに第３条に規定する補助対象者となるものについては、前項

の規定にかかわらず、１回に限り、補助金を再交付することができる。 

（処分の制限） 



第９条 補助事業者は、発電システムの法定耐用年数の期間内において、当該発電システ

ムを処分しようとするときは、あらかじめ宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費

補助に係るシステムの財産処分承認申請書（様式第５号）により処分の申請を行い、市

長の承認を得なければならない。 

（決定の取消し及び補助金の返還） 

第１０条 市長は、補助事業者が次のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) この要綱の規定に違反したとき。 

 (3) 前条に規定する市長の承認を受けずに当該発電システムを処分したとき。 

 (4) 前３号掲げるもののほか、補助事業者が補助金を発電システム以外の用途に使用し

た場合など、市長が相当の理由があると認めたとき。 

２ 前項の規定により補助金の交付の決定を取り消された補助事業者が、既に補助金の交

付を受けているときは、市長の請求に応じ、交付を受けた補助金を返還しなければなら

ない。 

（協力） 

第１１条 市長は、補助事業者に対し、必要に応じて売電量及び買電量等のデータの提供、

その他の協力を求めることができる。 

（補則） 

第１２条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２１年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この告示は、平成２７年５月１日から施行し、この告示による改正後の宮古市住宅用

太陽光発電システム導入促進費補助金交付要綱（以下「改正後の要綱」という。）第１１

条の規定は、平成２３年３月１１日から適用する。 

２ 改正後の要綱第１１条第２項の規定により補助金を再交付する場合において、当該交

付の対象となる発電システムの設置又は発電システムが設置された住宅の購入が平成２

４年３月３１日以前に完了している者に係る第４条の規定の適用については、第４条中

「５万円」とあるのは「３万円」と、「２０万円」とあるのは「１０万円」とする。 

   附 則 

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する 

２ この告示による改正後の宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金交付要綱

の規定は、この告示の施行の日以後に設置された発電システムについて適用し、同日前

に設置した発電システムについては、なお、従前の例による。 

   附 則 



１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この告示による改正後の宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金交付要綱

の規定は、この告示の施行の日以後に工事請負契約又は住宅売買契約を締結する発電シ

ステムについて適用し、同日前に工事請負契約又は住宅売買契約を締結した発電システ

ムについては、なお、従前の例による。 

   附 則 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この告示による改正後の宮古市住宅用太陽光発電システム導入促進費補助金交付要綱

の規定は、この告示の施行の日以後に工事請負契約又は住宅売買契約を締結する発電シ

ステム及びＰＰＡサービスに係る契約を締結する発電システムについて適用する。 

 


